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序序序序                    文文文文 

 

独立行政法人国際協力機構は、2011 年 11 月 23 日ナミビア共和国と締結した討議議事録（R/D）

に基づき、2012 年 2 月より技術協力の枠組みによる「半乾燥地の水環境保全を目指した洪水－干

ばつ対応農法の提案プロジェクト（SATREPS）」を 5 年間の計画で実施しています。 

このたび、プロジェクトが協力期間の中間地点にいたったことから、プロジェクトの進捗や実

績を確認のうえで目標及び成果達成に向けた貢献・阻害要因を分析すること、評価 5 項目（妥当

性、有効性、効率性、インパクト及び持続性）の観点から日本・ナミビア共和国側双方で総合的

にプロジェクトを評価すること、及び今後の対策について提言を行うことを目的として、2014 年

8 月 23 日から 9 月 14 日まで中間レビュー調査団を現地に派遣しました。 

現地ではナミビア共和国側の団員と合同評価調査団を形成し、評価結果を合同評価報告書に取

りまとめ、ナミビア共和国側の政府関係者と今後の方向性について協議し、ミニッツ（M/M）に

署名を取り交わしました。本報告書は、その結果を取りまとめたものであり、今後のプロジェク

トの実施にあたり広く活用されることを願うものです。 

終わりに本調査にご協力とご支援を頂いた内外の関係者の皆様に対し、心から感謝の意を表し

ます。 

 

平成 27 年 8 月 

 

独立行政法人国際協力機構独立行政法人国際協力機構独立行政法人国際協力機構独立行政法人国際協力機構 

農村開発部長 北中北中北中北中    真人真人真人真人 
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プロジェクト対象地域：ナミビア国北中部地域 

※ 行政区分では、北中部（4 州：Ohangwena, Oshana, Omusati, Oshikoto）、北東部（2 州：Kavango, Caprivi）、

北西部（1州：Kunene）であるが、季節湿地が形成される地域は行政区分と一致するわけではないため、「北中部

地域」とした。 

 

首都：ウイントフック 

プロジェクト対象地域 
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実証農家へのインタビュー 

 

実証圃場（乾期のため稲・ヒエともに収穫されて

いる） 

 

 

 

実証圃場に設置された転倒マス式雨量計 

 

 実証試験で収穫されたコメ 

 

 

 

カウンターパートインタビュー 

 

 キャンパス内の温室内に設置された育苗ハウス 

    



 

 

 

 

キャンパス内に設置されたプロジェクト概要説

明パネル 

 

 キャンパス内に設置された傾斜実験圃場（左写真

のように湛水条件と畑条件を段階的に再現でき

る） 

 

 

 

 

キャンパス内に設置された稲-ヒエ混作実験プロ

ット（写真は稲とヒエの混作実験） 

 

 JICA より供与された刈取り機 

 

 

 

供与機材等を保管するための建屋（刈取り機、脱

穀機や精米器等を保管している） 

 

 中間レビュー中に実施されたプロジェクト成果

を発表する国際シンポジウム 
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略 語 正式名称 日本語 

AMSR Advanced Microwave Scanning Radiometer 高性能マイクロ波放射計 

AMSR-E Advanced Microwave Scanning Radiometer for 

EOS 

改良型高性能マイクロ波放射計 

C/P Counterpart カウンターパート 

FANR Faculty of Agriculture and Natural Resources 農業天然資源学部 

GDP Gross Domestic Product 国内総生産 

GIS Geographic Information System 地理情報システム 

GNI Gross National Income 国民総所得 

JCC Joint Coordination Committee 合同調整委員会 

JICA Japan International Cooperation Agency 独立行政法人 国際協力機構 

JOCV Japan Overseas Cooperation Volunteers 青年海外協力隊 

JST Japan Science and Technology Agency 独立行政法人 科学技術振興機構 

MAWF Ministry of Agriculture, Water and Forestry 農業・水・森林省 

MC Management Committee マネジメント・コミッティ 

M/M Minutes of Meeting 協議議事録 

MODIS Moderate Resolution Imaging Spectroradiometer 中分解能撮像分光放射計 

NAD Namibian Dollars ナミビア・ドル 

PDM Project Design Matrix プロジェクト・デザイン・マトリッ

クス 

PO Plan of Operations 活動計画 

R/D Record of Discussions 討議議事録 

SATREPS Science and Technology Research Partnership for 

Sustainable Development 

地球規模課題対応国際科学技術協力 

UNAM University of Namibia ナミビア大学 

UNDP United Nations Development Programme 国連開発計画 

WDI World Development Indicator 世界開発指標 
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評価調査結果評価調査結果評価調査結果評価調査結果要約表要約表要約表要約表 

１．案件の概要 

国名：ナミビア共和国 案件名：半乾燥地の水環境保全を目指した洪水-干ばつ対応農法の

提案 

分野：農業一般 援助形態：技術協力プロジェクト-科学技術協力 

所轄部署：農村開発部 協力金額（評価時点）：約 3 億 143 万円 

協力期間 2012 年 2 月 28 日～ 

2017 年 2 月 27 日 

（5 年間） 

先方関係機関： 

（1）責任機関：ナミビア国教育省国家科学技術局 

（2）実施機関：ナミビア大学農業天然資源学部 

日本側協力機関：近畿大学、名古屋大学、龍谷大学、総合地球環

境学研究所、滋賀県立大学 

他の関連協力：なし 

１－１ 協力の背景と概要 

ナミビア共和国（以下、「ナミビア」と記す）は、南部アフリカに位置し、国土面積は約 82

万 km
2
、人口は約 220 万人である。1 人当たり国民総所得（Gross National Income：GNI）は 4,270

米ドル（2010 年、世銀）と中進国に位置づけられ、産業の中心はウラン、ダイヤモンド等の鉱

業及び農林水産業であるが、農業については輸出向け牧畜が中心である一方で、国内で消費さ

れている穀物の自給率は小麦 33％、メイズ 44％、トウジンビエ

1
・ソルガム 95％〔2007/2008 年、

ナミビア農業・水・森林省（Ministry of Agriculture, Water and Forestry：MAWF〕と低く、穀物全

体としては約半数を輸入に依存している。 

ナミビアは、ジニ係数が 0.74（2007 年）と世界で最も高い国の 1 つとされ、国内における経

済格差が大きい。特に国内人口の約 60％が居住する北部 7 州では、食料不足、教育・保健への

限られたアクセス、電気の未整備などから、国内全体の貧困率が 28％であるのに対し、北中部・

北東部においては、平均約 46.8％と特に貧困率が高い地域である（2006 年世帯調査、ナミビア

中央統計局）。 

ナミビア北中部は、年間平均降水量 400 mm の半乾燥地であるが、雨期になると隣国のアンゴ

ラ高原から氾濫水が流れ込むため、広大な季節性湿地帯（以下、「季節湿地」と記す）が形成さ

れる。また、この地域の近年の年間降水量の変動が大きく、2008 年にはナミビア北部の河川氾

濫による洪水、翌 2009 年にはオカバンゴ川、クワンド川、ザンベジ川の水位が過去最高を記録

する大洪水が発生し、2010 年には再びザンベジ川を中心に洪水が起こっている。過去 10 年では、

当該地域の年間降雨量は、200 mm～1,000 mm の範囲で変動しており、アンゴラからの氾濫水が

早期に一挙に押し寄せる年と、氾濫が極度に遅れ規模が小さい年が繰り返し発生しており、そ

の結果、大洪水と干ばつという極端な水環境が同一地域で発生している。 

この地域は乾燥地作物であるトウジンビエの主要生産地であり、住民の大多数はナミビアの

伝統的な主食であるトウジンビエの栽培と牧畜を生業とし、現金収入の手段をほとんどもたな

い自給自足農民であるとされている。近年の大規模洪水の頻発により、トウジンビエの生産量

が低下してきていることから、これまで栽培が行われてこなかった、洪水耐性の一番高い穀物 

                                                        
1
 Pearl-millet。ナミビア内で栽培されている主要穀物であり、耐乾性が高いという特性をもつ。 
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であるコメへの期待が高まっている。 

このような背景から、ナミビア北中部地域の自然環境に起因する不安定な水環境を保全しつ

つ、季節湿地が形成される地域に居住する自給自足的農家の食料安全保障と経済的自立を実現

するため、現地に適した農法の開発に資する研究が必要とされている。そして、ナミビア政府

の要請を受けて、2012 年 2 月から 5 年間の予定で科学技術協力プロジェクトである「半乾燥地

の水環境保全を目指した洪水-干ばつ対応農法の提案」（以下、「本プロジェクト」と記す）が開

始された。 

 

１－２ 協力内容 

（1）上位目標 

1．「洪水-干ばつ対応農法」が、ナミビア北中部地域において普及し、現地農家の食料確保

と現金収入の獲得に寄与する。 

2．「洪水-干ばつ対応農法」が、ナミビア北東部地域の多雨地帯や近隣諸国でも検討される。 

 

（2）プロジェクト目標 

半乾燥地の水資源を持続的に保全し得る「洪水-干ばつ対応農法」が開発される。 

 

（3）アウトプット 

1）【作物学領域】 洪水-干ばつに対応し、かつ節水型である稲-ヒエ混作栽培モデルが提案

される。 

2）【開発学領域】 「稲-ヒエ混作農法」導入による農民の意識変化・社会経済的インパク

ト計測方法が確立される。 

3）【水文学領域】 湿地の水収支・水源解析により、水環境を改変しない混作栽培可能面

積が推定される。 

4）【総合領域】 フィールド・アクティビティを通じて、プロジェクトが提案する農法が

取りまとめられる。 

 

（4）投入（評価時点） 

1）日本側 

専門家派遣：長期専門家延べ 2 名及び短期専門家延べ 12 名 

研修員受入：国別研修延べ 28 名、長期研修（博士課程）2 名、短期研修延べ 11 名 

機材供与：総額約 5,700 万円 

ローカルコスト負担：約 5,600 万円 

2）ナミビア側 

カウンターパート（Counterpart：C/P）配置：17 名（中間レビュー時） 

ローカルコスト負担：約 740 万円 

土地・施設提供：作物試験圃場、専門家執務室、温室、ラボ、倉庫等 
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２．評価調査団の概要 

調査者 
担当分野 氏 名 所 属 

団 長/総 括 武市 二郎 JICA 農村開発部計画調整課 課長 

協力企画 大岩 拓也 
JICA 農村開発部農業・農村開発第二グループ第四チ

ーム 

科学技術評価 

（オブザーバー） 
国分 牧衛 JST 研究主幹（東北大学大学院農学研究科 教授） 

科学技術評価 

（オブザーバー） 
梅村 佳美 JST 国際科学技術協力部地球規模課題協力グループ 

評価分析 道順 勲 中央開発株式会社海外事業部 

調査期間 2014 年 8 月 23 日～2014 年 9 月 14 日 評価種類：中間レビュー調査 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

成果 1：【作物学領域】 洪水-干ばつに対応し、かつ節水型である稲-ヒエ混作栽培モデルが提

案される。 

実 績：洪水-干ばつに対応し、かつ節水型である農法の技術開発に関する研究活動は、着実に

進捗しており、また、各種の論文発表・学会/シンポジウム発表が行われている。今後、稲-トウ

ジンビエ、稲-ソルガム、稲-カウピーの組み合わせによる複数の混作農法が開発されることが期

待される。 

 

成果 2：【開発学領域】 「稲-ヒエ混作農法」導入による農民の意識変化・社会経済的インパク

ト計測方法が確立される。 

実 績：農民の態度や意識の変化を理解する手法の開発並びに農民に対する社会経済的インパ

クトを計測する手法の開発がおおむね計画どおりに進捗し、学会/シンポジウムで各種の発表が

行われている。 

 

成果 3：【水文学領域】 湿地の水収支・水源解析により、水環境を改変しない混作栽培可能面

積が推定される。 

実 績：混作栽培可能面積を推定するための各種データが収集され、面積を推定する手法が開

発された。さらに、各種の論文作成、学会/シンポジウムでの発表が行われた。小湿地の貯水量

変動を分析する手法が開発された。 

 

成果 4：【総合領域】 フィールド・アクティビティを通じて、プロジェクトが提案する農法が

取りまとめられる。 

実 績：作物学領域、開発学領域、水文学領域の研究活動が進捗し、研究結果はナミビア側 C/P、

日本人専門家、普及員、農家等と共有されている。これら 3 領域の研究成果の統合は、今後、

行われる予定である。 
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プロジェクト目標：半乾燥地の水資源を持続的に保全し得る「洪水-干ばつ対応農法」が開発さ

れる。 

実 績：各種の研究活動が順調に進展しており、研究成果も着実にプロジェクト目標達成に向

けて集積されつつある。なお、プロジェクト目標達成のために、「洪水-干ばつ対応農法」に関す

るガイドラインの概要を準備することが重要である。ガイドラインの概要案が作成された後に、

プロジェクト目標の達成が可能かどうか判断できるようになると考える。これまでに重要かつ

独特な研究成果を産出しつつあることを考慮すると、プロジェクト目標を十分満足できる水準

で達成することが期待される。 

 

３－２ 評価結果の要約 

（1）妥当性：以下の観点から判断して、本プロジェクトの妥当性は高い。 

1）ナミビアの北中部の季節湿地における作物生産増加のニーズとの整合性 

2）ナミビアの国家政策との整合性 

3）わが国の対ナミビア国援助方針との整合性 

4）プロジェクトアプローチの適切さ 

5）わが国がもつ技術的優位性 

 

（2）有効性：各種研究活動が順調に進捗し、プロジェクト目標の達成に向けて、研究成果が

着実に積み上げられている。プロジェクト終了時までにプロジェクト目標がおおむね達成

できると期待されているものの、現時点では、プロジェクト目標が達成するかどうか正確

に述べることは難しい。3 つの領域（作物学、開発学、水文学）の研究結果がうまく統合さ

れたときに、本プロジェクトの有効性が高いと評価することが可能となる。 

 

（3）効率性：以下の観点から判断して、本プロジェクトの効率性は、おおむね高いと判断す

る。 

1）日本側の投入の適切さ、2）ナミビア側投入の適切さ、3）プロジェクトマネジメント 

 

（4）インパクト：上位目標が将来達成するかどうかを現時点で予想することは困難である。

将来発現すると予想されるプラスのインパクトが見られる。 

1）上位目標 

〔1．「洪水-干ばつ対応農法」が、ナミビア北中部地域において普及し、現地農家の食料

確保と現金収入の獲得に寄与する。2．「洪水-干ばつ対応農法」が、ナミビア北東部地域

の多雨地帯や近隣諸国でも検討される。〕達成の見通し。 

中間レビュー時点では、上位目標が将来、どの水準で達成可能かを判断するには時期

尚早である。 

2）その他のインパクト 

①稲作に関心をもつ農家の増加 

②普及員の能力強化 
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（5）持続性 

1）政策面 

ナミビア政府は、食料安全保障、収入増加、農作物の多様化を重視しており、本プロ

ジェクトの政策面での持続性は確保されるものと思われる。 

2）組織面 

農業天然資源学部（Faculty of Agriculture and Natural Resources：FANR）は、ナミビア

大学（University of Namibia：UNAM）にある 8 学部の 1 つであり、能力を有する教授や

講師がいる。FANR は複数のキャンパスをもち、その 1 つがナミビア北中部に所在するオ

ゴンゴ校であり、ここで主なプロジェクト活動が実施されている。FANR は、ナミビアに

おいて、コミュニティ農業及び商業的農業に対し、教育・研究・普及を通じて、持続的

農業及び天然資源の開発・管理を促進するという明確な使命を有している。本プロジェ

クトは、半乾燥地の水環境を持続的に保全可能な「洪水-干ばつ対応農法」の開発を行う

ことを目的としており、この目的は、UNAM の使命と整合性がある。さらに UNAM は、

このような種類の研究活動を実施するに必要な組織体制も有する。 

3）技術面 

UNAM の講師や技術者が継続的に勤務する可能性は高いと期待され、プロジェクトの

残り期間においては、更にナミビア側 C/P の研究にかかわる知識やスキルが強化され、

プロジェクト終了後においても強化された能力は、研究活動や教育活動に活用されるも

のと思われる。約 20 名の普及員が、各種の研修を受講するとともに、農家に対する稲作

技術及び混作農法の普及活動に参画している。「洪水-干ばつ対応農法」が開発された後（主

としてプロジェクト終了後）には、普及員の更なる能力強化と開発された農法を農家に

普及するための展示圃場などを使った実証活動が必要になるであろう。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

（1）計画内容に関すること 

特になし 

 

（2）実施プロセスに関すること 

1）MAWF の普及員がプロジェクト活動に参加し、特に、農家への稲の苗供給や生産状況

のモニタリングを含む稲-トウジンビエ混作農法技術の普及において重要な役割を担って

いる。このような MAWF との協働は、農家圃場レベルの活動を円滑に進めるうえで必要

でありかつ有効である。 

2）多くの農家が、稲-トウジンビエ混作農法を農家圃場に導入してみようという意思を有

していること。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（1）計画内容に関すること 

特になし 
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（2）実施プロセスに関すること 

1）ナミビア側 C/P の一部にプロジェクト活動に積極的に参加しない者がいること。この

ような状況は、計画した活動を円滑に実施するうえで、また、チームワークを構築する

うえで障害となっている。 

2）ナミビア側 C/P のなかには、収集したデータや研究成果を使って、論文を作成するの

かどうか不明確なため、プロジェクト活動を実施するモチベーションを強くもてない者

がいる。 

 

３－５ 結 論 

合同中間レビューチームは、おおむねプロジェクト活動が良好かつ着実に進捗していること

を確認した。また、プロジェクト活動の結果として、稲-トウジンビエ混作農法、農家の態度や

認識の変化を理解する手法、農家への社会経済的インパクト計測手法、水収支・水資源分析に

関する科学的知見・情報がおおむね計画どおり産出されつつあることも確認された。 

 

３－６ 提 言 

３－６－１ プロジェクトチームに向けた提言 

（1）プロジェクチーム全体として目標達成のため、課題を共有しながら研究することにつ

いて 

1）より具体的な年間活動計画の作成と JCC における協議及び承認について 

2）チーム内での連携強化について 

 

（2）プロジェクト目標及び成果具現化に向けた議論を進めることについて 

1）ガイドラインの内容等の具体化について 

2）計画的な論文作成について 

 

（3）PDM の改訂について 

 

３－６－２ ナミビア関係機関に対する提言 

（1）プロジェクトに対する UNAM 側予算措置について 

 

（2）MAWF との協力関係の継続について 

 

３－７ 教訓 

（中間レビュー時点では、特になし） 
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Summary of Mid-term Review 

 

I. Outline of the Project 

Country：：：： Republic of Namibia Project title：：：： Flood- and drought-adaptive cropping systems to conserve 

water environments in semi-arid regions 

Issue/Sector：：：： Agriculture Cooperation scheme：：：： Technical Cooperation Projects (SATREPS) 

Division in charge：：：： Rural 

Development Department 

Total cost：：：： About US$ 3,074,000 dollars 

 

Period of 

Cooperation 

From February 28, 
2012 to February 
27, 2017 
(5 years) 

Partner Country’s Implementing Organization：：：：  

(1) Responsible organization: Directorate of National Research, Science, 
Technology and Innovation, Ministry of Education 
(2) Implementing organization: Faculty of Agriculture and Natural 
Resources, University of Namibia 

Supporting Organization in Japan：：：： Kinki University, Nagoya 

University, Ryukoku University, Research Institute for Humanity and 
Nature, and University of Shiga Prefecture 

1. Background of the Project 

   Harmonization between development and environment conservation is one of the universal issues in the 
21st century. Especially for the semi-arid areas in Africa, there is risk for the rapidly disordered development 
without any consideration for the environment. On the other hand, periodic serious drought and deluge caused 
by heavy rains frequently affect semi-arid areas of Sub-Sahara Africa in recent years. Millions of people 
suffered and experienced shortage of food by the heavy rains from 2006 to 2007, for example. It is the new 
challenges for the change of global environment that to cope with such contradistinctive water conditions. 
   Namibia is located in the Southern Africa with the area of 824,000 km2. The population is about 2,147,000 
with its Gross National Income (GNI) per capita of 4,270 USD (World Development Indicator (WDI)), World 
Bank, 2011). With its rich mineral resources, the economic growth marked 4.5% a year on average from 1990 
to 2008 (WDI, 2011). Although Namibia is categorized as Upper Middle Income country, the nation is one of 
the least equitable countries as shown by a Gini coefficient of 0.74 (UNDP, 2007). 
   A quarter of the nation lives in north central Namibia, where most of people are subsistence farmers 
cropping pearl millet and farming livestock. The annual precipitation in the area is about 400 mm, but flood 
water from the Angolan plateau creates vast seasonal wetland utmost of about 800,000 ha during rainy season. 
The amount of flood water has been widely changing in the last ten years, which causes serious deluge or 
drought to the area. Currently, the water resource of the seasonal wetland is not utilized for cropping but 
mainly for grazing. The reasons for the limited used of the water resource are: the national sanctuary for the 
wild animals, unstable flood intensity, etc. However, there is risk for the destruction of this vulnerable water 
environment if irrelevant large-scale development plan would have targeted to the area. 
   Therefore, the Government of Namibia has requested the technical cooperation project under the 
framework of science and technology cooperation program. The research project aims to develop “Flood- and 
drought-adaptive cropping system” which can preserve water resources and cope with the yearly fluctuation of 
flood and drought. “Flood- and drought-adaptive cropping system” is going to be developed through trials in 
the field of crop science, development studies, hydrology and integrated study of Agricultural and Social 
Science. The project is also expected to contribute to adaption to climate changes. 
 

2. Project Overview 

(1) Overall Goal 

1. “Flood- and drought-adaptive cropping systems” are disseminated in north-central Namibia to contribute 
to the food security and cash income of local farmers.  

2. “Flood- and drought-adaptive cropping systems” are considered in the northeastern area of Namibia of 
high rainfall as well as in neighboring countries. 

 

(2) Project Purpose 

  “Flood- and drought-adaptive cropping systems” are developed which can sustainably preserve the water 

environment of semi-arid region. 



viii 

(3) Outputs 

1) [Crop Science] The rice-pearl millet mixed cropping system, which is adaptable to the yearly fluctuation 
of flooding and drought as well as water-saving, is proposed. 

2) [Development Studies] The methods to understand the change of attitudes and perception by farmers, and 
socio - economic impacts on farmers through introduction of the rice-pearl millet mixed cropping system 
are established. 

3) [Hydrology] The possible area of mixed-cropping field that does not modify the water environment of 
seasonal wetlands is estimated based on the water budget/water source analysis. 

4) [Integrated Study of Agricultural and Social Science] The cropping systems proposed by the project are 
integrated through field activities. 

 

(4) Inputs 

Japanese side：：：： Japanese Expert: 2 long-term experts and 12 short-term experts in total,  Trainees received 

in Japan: 28 persons for the country-specific trainings, 2 persons for Doctor course as long-term training, and 
11 persons for short-term training,  Provision of equipment: around US$567,000 dollars,  Local cost 
expenditure: around US$560,000 dollars 

Namibian side：：：： Counterpart 17 persons (at the mid-term review),  Local Cost: around US$73,765 dollar,  

Provision of land and facilities:  office spaces, laboratories, green house, and crop experiment fields etc. 

II. Evaluation Team 

Members of 

Evaluation Team 

1)  Leader: Mr. Jiro TAKEICHI, Director, Planning and Coordination Division, Rural 
Development Department, JICA 

2)  Cooperation Planning: Mr. Takuya OIWA, Associate Expert, Agricultural and Rural 
Development Group 2, Rural Development Dept., JICA 

3)  Science and Technology Evaluation (As observer): Dr. Makie KOKUBUN, Program 
Officer, JST/ Professor, Tohoku University 

4)  Science and Technology Evaluation (As observer): Dr. Yoshimi UMEMURA, 
Assistant Program Officer, JST 

5)  Evaluation Analysis: Mr. Isao DOJUN, Consultant, Chuo Kaihatsu Corporation 

Period of Evaluation  From August 23, 2014 to September 14, 2014 Type of Evaluation: Mid-term 

 III. Results of Evaluation 

1. Project Performance 

Output 1: [Crop Science] The rice-pearl millet mixed cropping system, which is adaptable to the yearly 
fluctuation of flooding and drought as well as water-saving, is proposed. 
Achievement: Research activities for developing techniques to deal with flooding and drought conditions as 
well as water saving are progressing steadily and various publications and presentations at academic 
conferences/symposiums have been made. It is expected that several mixed cropping systems are developed; 
combination of rice and millet, rice and sorghum, rice and cowpea. 
 
Output 2: [Development Studies] The methods to understand the change of attitudes and perception by farmers, 
and socio - economic impacts on farmers through introduction of the rice-pearl millet mixed cropping system 
are established. 
Achievement: Development of methods to understand the change of attitudes and perception by farmers, and 
socio-economic impacts on farmers are progressing mostly as planed and various presentations at academic 
conferences/symposiums have been made. 
 
Output 3: [Hydrology] The possible area of mixed-cropping field that does not modify the water environment 
of seasonal wetlands is estimated based on the water budget/water source analysis. 
Achievement: Various kinds of data have been collected and a method for estimating the possible area of 
mixed-cropping field is developed and various publications and presentations at academic 
conferences/symposiums have been made. A method for analyzing flood (surface) water volume fluctuation of 
small wetland is developed. 
 
Output 4: [Integrated Study of Agricultural and Social Science] The cropping systems proposed by the project 
are integrated through field activities. 
Achievement: Research activities in the respective areas of Crop science, Development Studies and Hydrology 
are progressing and research results have been shared with Namibian counterparts, Japanese experts, extension 
officers, and farmers etc. Integration of research results of three areas are carried out hereafter. 
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Project Purpose: “Flood- and drought-adaptive cropping systems” are developed which can sustainably 

preserve the water environment of semi-arid region. 
Achievement: Various research activities have been progressing well and the research results have been steadily 
accumulated toward achieving the Project Purpose. It is important to prepare draft outlines of guideline for 
“Flood- and drought-adaptive cropping systems”. After that, it will become possible to prospect achievability of 
the Project Purpose. Considering the facts that important and unique research outcomes have been produced, it 
is expected that the Project Purpose will be achieved at very satisfactory level. 
 

2. Summary of Evaluation Results 

(1) Relevance 

The relevance of the Project is considered to be high from the viewpoints of 1) conformity with needs for 
increasing crop production in seasonal wetlands in north-central Namibia, 2) relevance to the national policies 
of Namibia, 3) conformity to the assistance policy of Japan to Namibia, 4) appropriateness of the approaches 
taken by the Project, and 5) comparative advantage of technical cooperation by Japan. 

 

(2) Effectiveness 

Various research activities have been progressing well and the research results have been steadily 
accumulated toward achieving the Project Purpose. The Project Purpose is expected to produce an effective way 
forward mostly at the end of the Project, however, it is difficult to prospect precisely yet. 

When research results of three areas (Crop Science, Development Studies, and Hydrology) are integrated 
well, the overall effectiveness of the Project can be considered to be high. 

 

(3) Efficiency 

The efficiency of the Project is considered to be moderately high from the viewpoints of 1) appropriateness 
of inputs provided by Japan, 2) inputs provided by Namibian side, and 3) project management. 
 

(4) Impact 

1) Prospect of achieving the Overall Goal  
1. “Flood- and drought-adaptive cropping systems” are disseminated in north-central Namibia to contribute to 

the food security and cash income of local farmers. & 2. “Flood- and drought-adaptive cropping systems” are 
considered in the northeastern area of Namibia of high rainfall as well as in neighboring countries. 
  At the point of the Mid-term Review, it is premature to describe the possible level of achievement of the 
Overall Goal in future. 

 
2) Other Potential Impacts Observed 

  a) Increase of farmers who have interest in rice cultivation 
According to extension officers and farmers concerned with the Project, number of farmers who have 

interest in rice cultivation is increasing. When number of farmers who cultivate rice and they acquire rice 
cultivation techniques step by step, it is expected that dissemination of research results (rice and pearl millet 
mixed cropping systems) to such farmers becomes easy, because they have technical basis to grow rice. 

  b) Acquired knowledge by extension officers 
Following the training for extension officers in Japan, it is expected that the knowledge gained will be 

transferred to farmers thereby leading to improved techniques in cultivation of rice and also mixed cropping 
systems. 

 

(5) Sustainability 

Sustainability of the Project is likely to be moderately high based on the facts described below. 
1) Policy aspect 

Food security and income increases, and diversification of agricultural crops are considered as important 
issues by the Government of Namibia. Therefore, policy sustainability of the Project will be secured. 

 
2) Institutional and Organizational Aspects 

The Faculty of Agriculture and Natural Resources (FANR) is part of the eight faculties of UNAM and has 
capable professors and lecturers. One of the campuses of FANR is the Ogongo Campus in north-central 
Namibia where the main project activities are being carried out. FANR has a clear mission to promote 
sustainable agricultural and natural resource development and management in Namibia, through teaching, 
research and extension services to communal and commercial farming communities. The Project aims at 
developing a “Flood- and drought-adaptive cropping systems” which can sustainably preserve the water 
environment of semi-arid region, therefore, objective of the Project is consistent with the mission of UNAM and 
UNAM has organizational setup for carrying out this kind of research activities. 
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3) Technical aspect 
Continuity of lecturers and technologists of UNAM is expected to be retained , therefore, Namibian 

counterparts will strengthen  research knowledge and skills further in the remaining project period and  
enhanced capacity of them will be utilized for research and teaching activities after the completion of the 
Project. Around 20 extension officers are involved in the project activities for disseminating rice cultivation 

techniques and mixed cropping system to farmers while receiving various trainings. When “Flood- and 

drought-adaptive cropping systems” is developed, further capacity building to extension officers and 
demonstration activities for disseminating developed cropping systems to farmers will be necessary after the 
completion of the Project. 

 

3. Factors that promoted realization of effects 

(1) Factors concerning to the implementation process 
   None 
(2) Factors concerning to the implementation process 
   1) Extension officers of MAWF are involved in the project activities and taking important roles especially 

for providing rice and mixed cropping techniques including distribution of rice seedlings to farmers and 
monitoring results of productions. This collaboration is necessary and effective for carrying out farmers’ 
field level activities smoothly. 

   2) Willingness of local farmers to participate in rice and pearl millet mixed cropping in their fields. 
 

4. Factors that impeded realization of effects 

(1) Factors concerning to planning 
   None 
(2) Factors concerning to the implementation process 
   1) There are some Namibian counterparts who do not actively participate in all project activities. This 

situation has brought negative effect for implementing planned activities and creating team work. 
   2) There are some Namibian counterparts who are not very motivated to carry out project activities due to 

uncertainness about paper writing using collected research data. 
 

5. Conclusion 

   The Joint Mid-term Review Team has confirmed that the project activities have shown a good and steadily 
progress in general. As the results of the project activities, scientific knowledge and information on rice and 
pearl millet mixed cropping systems, methods to understand the change of attitudes and perception by farmers, 
and socio-economic impacts on farmers and water budget/water source analysis have been produced as 
originally planned mostly. The summary of evaluation based on five evaluation criteria is described in the table 
below. 

Criteria Evaluation 

Relevance High 

Effectiveness Expected to be high 

Efficiency Moderately high 

Impact --- (Premature to assess) 

Sustainability Likely to be moderately high 

 

6. Recommendations 

6-1. Recommended Actions to be taken by the Project Teams (Namibian counterparts and Japanese experts) in 
the Remaining Cooperation Period 
(1) Mutually share challenges with all members of the Project Teams to achieve the Project overall objectives. 

1) Establishment of the more concrete annual activity plan, Discussion and Approval by JCC 
2) Enhance the linkage among Research Team Members 

(2) Advancement of discussion to embody the Project Purpose and Outputs 
1) The embodied Guideline 
2) Implementation of intentional publication 

(3) PDM Revision 
 
6-2. Recommended Actions to be taken by the Namibian Authorities Concerned 
(1) Budget allocation to the project by UNAM 
(2) Collaboration with MAWF 
 
7. Lessons Learned  (No specific lessons learned at the mid-term review) 
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第１章第１章第１章第１章    中間レビュー調査の概要中間レビュー調査の概要中間レビュー調査の概要中間レビュー調査の概要 

 

１－１ 中間レビューの背景 

ナミビア共和国（以下、「ナミビア」と記す）は、南部アフリカに位置し、国土面積は約 82 万

km
2
、人口は約 220 万人である。1 人当たり国民総所得（Gross National Income：GNI）は 4,270 米

ドルと中進国に位置づけられ、産業の中心はウラン、ダイヤモンド等の鉱業及び農林水産業であ

るが、農業については輸出向け牧畜が中心である一方で、国内で消費されている穀物の自給率は

小麦 33％、メイズ 44％、トウジンビエ

1
・ソルガム 95％〔2007/2008 年、農業・水・森林省（Ministry 

of Agriculture, Water and Forestry：MAWF）〕と低く、穀物全体としては約半数を輸入に依存してい

る。 

ナミビアは、ジニ係数が 0.74（2007 年）と世界で最も高い国の 1 つとされ、国内における経済

格差が大きい。特に国内人口の約 60％が居住する北部 7 州では、食料不足、教育・保健への限ら

れたアクセス、電気の未整備などから、国内全体の貧困率が 28％であるのに対し、北中部・北東

部においては、平均約 46.8％と特に貧困率が高い地域である。 

ナミビア北中部は、年間平均降水量 400 mm の半乾燥地であるが、雨期になると隣国のアンゴ

ラ高原から氾濫水が流れ込むため、広大な季節性湿地帯（以下、「季節湿地」と記す）が形成さ

れる。この地域の近年の年間降水量の変動が大きく、2008 年にはナミビア北部の河川氾濫による

洪水、翌 2009 年にはオカバンゴ川、クワンド川、ザンベジ川の水位が過去最高を記録する大洪

水が発生し、2010 年には再びザンベジ川を中心に洪水が起こっている。過去 10 年では、当該地

域の年間降雨量は、200 mm～1,000 mm の範囲で変動しており、アンゴラからの氾濫水が早期に

一挙に押し寄せる年と、氾濫が極度に遅れ規模が小さい年が繰り返し発生しており、その結果、

大洪水と干ばつという極端な水環境が同一地域で発生している。 

この地域は乾燥地作物であるトウジンビエの主要生産地であり、住民の大多数はナミビアの伝

統的な主食であるトウジンビエの栽培と牧畜を生業とし、現金収入の手段をほとんどもたない自

給自足農民であるとされている。近年の大規模洪水の頻発により、トウジンビエの生産量が低下

してきていることから、これまで栽培が行われてこなかった、洪水耐性の一番高い穀物であるコ

メへの期待が高まっている。 

このような背景から、ナミビア北中部地域の自然環境に起因する不安定な水環境を保全しつつ、

季節湿地が形成される地域に居住する自給自足的農家の食料安全保障と経済的自立を実現する

ため、現地に適した農法の開発に資する研究が必要とされている。そして、ナミビア政府の要請

を受けて、2012 年 2 月から 5 年間の予定で科学技術協力プロジェクトである「半乾燥地の水環境

保全を目指した洪水-干ばつ対応農法の提案」（以下、「本プロジェクト」と記す）が開始された。 

プロジェクトが 2014 年 9 月に協力期間の中間地点を迎えることから、中間レビュー調査を実

施した。 

 

１－２ 中間レビューの目的 

本中間レビュー調査では、ナミビア側と JICA が合同でプロジェクト目標や成果の達成状況を

検証し、評価を行う。また、評価結果に基づきプロジェクト後半の活動計画を検討し、改善策の

                                                        
1 Pearl-millet。ナミビア内で栽培されている主要穀物であり、耐乾性が高いという特性をもつ。 
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提言や教訓の抽出を取りまとめる。同結果を中間レビュー報告書として取りまとめたうえで、内

容を合意することを目的とする。 

 

１－３ 中間レビュー評価団 

（1）独立行政法人国際協力機構（JICA）団員 

担当分野 氏 名 所 属 

団長/総括 武市 二郎 JICA 農村開発部 計画調整課 課長 

評価分析 道順 勲 中央開発株式会社 海外事業部 

協力企画 大岩 拓也 JICA 農村開発部 農業・農村開発第二グループ第四チ

ーム 

 

（2）独立行政法人科学技術振興機構（JST）団員 

担当分野 氏 名 所 属 

科学技術/評価 国分 牧衛 

 

東北大学大学院農学研究科 教授 

（地球規模課題国際科学技術協力 研究主幹） 

科学技術/評価 梅村 佳美 JST 国際科学技術協力部地球規模課題協力グループ 

 

（3）ナミビア側 

氏 名 所 属 

Prof. Edosa Omoregie Director, University of Namibia（UNAM）, Sam Nujoma Marine & Coastal 

Resources Research Center 

Dr. N. Indongo Director, University of Namibia（UNAM）, Multidisciplinary Research 

Center 

 

１－４ 中間レビュー評価団日程 

現地調査は 2014 年 8 月 23 日から 9 月 14 日までの期間で実施された。調査日程の概要は、以

下のとおりである。 

日 付 
活動内容 

JICA（コンサルタント） JICA（団長・協力企画） JST 

8/23 土 日本発   

8/24 日 ウィントフック着   

8/25 月 
JICA ナミビア支所 打合せ 

C/P インタビュー 

  

8/26 火 移動（ウィントフック-オシャカティ）   

8/27 水 
日本人専門家（業務調整）インタビュー 

学部長表敬訪問 

  

8/28 木 C/P インタビュー   

8/29 金 
農業・水・森林省普及員インタビュー 

C/P インタビュー 
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日 付 
活動内容 

JICA（コンサルタント） JICA（団長・協力企画） JST 

8/30 土 書類作成 日本発  

8/31 日 書類作成 ウィントフック着  

9/1 月 
書類作成 移動（ウィントフック-

オシャカティ） 

 

  
ナミビア大学オゴンゴ校農業天然資源学部長表敬訪問 

C/P インタビュー 

 

9/2 火 
実証農家圃場視察（Oshiteyatemo 村） 

実証農家圃場視察（Onamundindi 村） 

 

9/3 水 実証農家圃場視察（Afoti 村） 日本発 

9/4 木 

C/P インタビュー取りまとめ 

団内協議 

移動（ウィント

フック-オシャ

カティ） 

9/5 金 
ナミビア大学オゴンゴ校農業天然資源学部長表敬訪問 

C/P インタビュー（各研究班のサブリーダー） 

9/6 土 
日本人専門家インタビュー 

ナミビア大学オゴンゴ校内実験圃場及び施設の視察 

9/7 日 
移動（オシャカティ-ウィントフック） 

団内協議 

9/8 月 
国際シンポジウム聴講（“Agricultural Use of Seasonal Wetlands in Southern African 

Countries”, SATREPS Rice-Mahangu Project） 

9/9 火 
国際シンポジウム聴講 

合同調整委員会（JCC） 

ウィントフック発 

9/10 水 合同評価メンバー意見集約 日本発 

9/11 木 
中間レビュー結果報告（プロジェクト関係者向け） 

協議議事録（M/M）署名 

 

9/12 金 中間レビュー結果報告（JICA ナミビア支所）  

9/13 土 ウィントフック発  

9/14 日 日本着  

 

１－５ 対象プロジェクト概要 

（1）上位目標 

1．「洪水-干ばつ対応農法」が、ナミビア北中部地域において普及し、現地農家の食料確保と

現金収入の獲得に寄与する。 

2．「洪水-干ばつ対応農法」が、ナミビア北東部地域の多雨地帯や近隣諸国でも検討される。 

 

（2）プロジェクト目標 

半乾燥地の水資源を持続的に保全し得る「洪水-干ばつ対応農法」が開発される。 
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（3）成果 

成果 1．【作物学領域】 洪水-干ばつに対応し、かつ節水型である稲-ヒエ混作栽培モデル

が提案される。 

 

成果 2．【開発学領域】 「稲-ヒエ混作農法」導入による農民の意識変化・社会経済的イ

ンパクト計測方法が確立される。 

 

成果 3．【水文学領域】 湿地の水収支・水源解析により、水環境を改変しない混作栽培可

能面積が推定される。 

 

成果 4．【総合領域】 フィールド・アクティビティを通じて、プロジェクトが提案する農

法が取りまとめられる。 

 

（4）活動 

1）成果 1 を達成するための活動 

1.1 稲-ヒエ混作農法の確立に必要な耕種法を検討する。 

1.2 節水栽培技術を安定同位体法等により検討する。 

1.3 洪水-干ばつ等の環境ストレスに対する対応策や土壌肥沃度の維持対策を検討する。 

 

2）成果 2 を達成するための活動 

2.1 実証と実践試験に参加する農家の社会経済状況や営農形態を調査する。（ベースライ

ン調査） 

2.2 実証試験参加農家に対し、活動目的に関して事前了解を得るとともに、作物学・水

文学領域の活動で得られた知見をワークショップ等を通じ共有する。 

2.3 実証試験参加農家の研究内容・目的共有の理解の変化に関する評価を実施し、展開

における留意点を整理する。 

2.4 農家圃場の立地を景観生態学的観点から分類する。 

2.5 新たな作付体系を農民が選択あるいは拒否する判断基準や生産された作物の利用方

法、湿地に対する農家の意識変化を明らかにし（農家経済、労働分配調査）、社会経

済面の持続性を検討する。 

 

3）成果 3 を達成するための活動 

3.1 現地の地形図、各種衛星画像、並びに現地観測デ－タなどから、季節湿地全域の表

流水貯留量変動を推定する。 

3.2 現地観測データ（降水量、蒸発散量、地下浸透量）を基礎として、季節湿地の水収

支を時系列的に解析する。 

3.3 実証試験と実践試験を実施する農家圃場内の小湿地の水源を解析する。 
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4）成果 4 を達成するための活動 

4.1 小湿地を有する篤農家圃場において、稲-ヒエ混作農法の実証栽培試験を実施する。 

4.2 稲-ヒエ混作栽培を希望する農家において、実践栽培試験を実施する。 

4.3 開発学・水文学領域の検討結果を作物学領域に毎年フィ－ドバックすることにより、

半乾燥地の水資源を持続的に保全し得るような節水型であり、かつ、洪水と干ばつ

にも対応可能な稲-ヒエ混作農法を検討する。 

4.4 現地でのフィールド・デーの開催などを通じて、ナミビア大研究者・技術員などが、

新しく提案される農法に係る農民参加型研究・普及を実施する。 

 

（5）投入（評価時点） 

1）日本側 

JICA 専門家派遣：延べ 2 名（長期）、12 名（短期） 

本邦研修受入：延べ 28 名（国別研修）、2 名（長期研修）、11 名（短期研修） 

機材供与：総額約 5,700 万円、ローカルコスト負担：約 5,600 万円 

 

2）ナミビア側 

カウンターパート（Counterpart：C/P）配置：17 名〔ナミビア大学（University of Namibia：

UNAM）、中間レビュー時〕 

ローカルコスト負担：約 740 万円 光熱費等 

土地・施設提供：作物試験圃場、専門家執務室、温室、研究室、倉庫等 

 

（6）プロジェクト期間 

2012 年 2 月 28 日～2017 年 2 月 27 日（5 年間） 

 

（7）研究代表機関 

1）日本側：近畿大学、名古屋大学、龍谷大学 

2）ナミビア側：ナミビア大学（UNAM） 

 

１－６ 中間レビュー評価方法 

（1）評価手法 

本中間レビュー調査は、「新 JICA 事業評価ガイドライン第 1 版（2010 年）」に沿って、日

本側及びナミビア側メンバーで構成される合同評価チームを結成し、プロジェクト関連資料

のレビュー、プロジェクト関係者へのヒアリング、プロジェクト対象地区の視察と農民から

のヒアリングを実施し、PDM や PO に基づき、合同評価を行ったものである。評価において

は、プロジェクトの実施プロセス、プロジェクト活動の進捗状況、プロジェクトの実績・成

果の把握と分析を行い、また、5 項目評価（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）

の観点からの評価も行った。現地においては、評価結果を英文報告書に取りまとめ、評価結

果概要を、JCC 会議の際にプロジェクト関係者に説明した。 
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（2）評価項目 

本プロジェクトに関する各種資料（詳細計画策定調査報告書、半期報告書、年次実施報告

書、日本人専門家作成の中間レビュー向け資料など）を参考にしつつ、また、2011 年 11 月

10 日に策定された PDM（Version.1）に基づき、プロジェクトの成果、5 項目評価、実施プロ

セスに関する評価設問と収集必要なデータ等を設定した。 

 

（3）データ収集方法 

情報・データ収集は以下の方法により実施した。 

情報・データ 

収集方法 
目 的 主な情報源 

①文献調査 プロジェクトに関連す

る政策、プロジェクト

の実績に関連する資料 

・ナミビア政府の長期ビジョン（Vision 2030） 

・第 4 次国家開発計画 2012/13-2016/17（Namibia’s Fourth 

National Development Plan） 

・対ナミビア共和国 国別援助方針（2012 年 2 月）（外

務省） 

・国別データブック（外務省） 

・詳細計画策定調査報告書（JICA、2011 年 12 月） 

・年次実施報告書（H23, H24, H25） 

・専門家作成のプロジェクトの投入・活動・実績に関

する資料 

②インタビ

ュー 

プロジェクトの実績・

進捗状況及び実施プロ

セスに関するヒアリン

グ・確認 

・日本人専門家（長期専門家及び日本側研究者） 

・ナミビア側 C/P〔ナミビア大学農業天然資源学部

（ Faculty of Agriculture and Natural Resources：

FANR）の教員等〕 

・MAWF の普及員 

・実証農家 

③質問票 プロジェクトの実績、

成果の発現状況、効率

性、インパクト、持続

性等に関する事項の把

握 

・ナミビア側 C/P 
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第２章第２章第２章第２章    プロジェクトの実績と実施プロセスプロジェクトの実績と実施プロセスプロジェクトの実績と実施プロセスプロジェクトの実績と実施プロセス 

 

２－１ 投入実績 

２－１－１ 日本側投入 

（1）日本人専門家派遣 

2 名の長期専門家（業務調整/研修）と作物学、開発学、水文学に関する分野の 12 名

の研究者（短期専門家）が派遣された。詳細は、付属資料.1 の Annex 4 を参照のこと。 

 

（2）カウンターパートの本邦研修 

稲-トウジンビエ混作農法の農民参加型普及技術に関する国別研修が、2012 年と 2013

年に日本で実施された。この国別研修には、合計 9 名の UNAM 研究者と 19 名の MAWF

普及員が参加した。このほか現在、長期研究として 2 名の UNAM 研究者が近畿大学の

博士課程に留学している。さらに、主に近畿大学で実施された短期研究プログラムには、

11 名の UNAM 研究者が参加した。本邦研修に関する詳細情報については、付属資料．

1 の Annex 5 を参照のこと。 

 

（3）機材・資材類の供与 

日本側から、研究活動用並びにプロジェクト事務所用の機材及び資材類が供与されて

いる。主な機材には、車両、コピー機、コンピュータ、プリンター、トラクター、耕耘

機、脱穀機、精米機、灌漑用ポンプ、ボーエン比

2
測定システム、雨量計測システム、

測量機器、土壌サンプリング器などがある。資機材の価格総額は約 56 万 7,000 米ドル

である。資機材の詳細リストについては、付属資料.1 の Annex 6 を参照のこと。 

 

（4）日本側負担現地活動経費 

プロジェクト活動実施のために日本側が負担した現地活動経費は、2014 年 7 月時点

で約 590 万ナミビア・ドル（Namibian Dollars：NAD）（約 56 万米ドル）である。この

活動経費に含まれるものは、交通費、会議費、その他一般経費である。詳細については、

付属資料.1 の Annex 7 を参照のこと。 

 

２－１－２ ナミビア側投入 

（1）プロジェクト活動に参加した C/P 

中間レビュー時点で、17 名の C/P がプロジェクト活動に参加している。この人数に

は、プロジェクト・ダイレクター、プロジェクト・マネジャー、アシスタント・プロジ

ェクト・マネジャーを含む。全 17 名は、UNAM の研究者である。C/P の詳細リストに

ついては、付属資料.1 の Annex 8 を参照のこと。 

 

（2）ナミビア側負担経費 

ナミビア側は、表－１に示すように、ナミビア側研究者の交通費、供与機材の内陸輸

送費を負担した。総支出額は、2014 年 12 月までの予定分を含めて、78 万 1,869.15 NAD

                                                        
2
 潜熱フラックスに対する顕熱フラックスの比。蒸発散量を間接的な物理量から推定するための手法（熱収支法）。 
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（約 73,765 米ドル）である。 

 

表－１ ナミビア側負担経費 

項目/期間 
2012 年 4 月～ 

2012 年 12 月 

2013 年 1 月～ 

2013 年 12 月 

2014 年 1 月～ 

2014 年 12 月 

合計 

（単位：NAD）

交通費（ナミビア国内及び国外） 

341,949.15 239,920.00 200,000 781,869.15 Walvis 港から UNAM オゴンゴ校

までの機材輸送費 

 

（3）UNAM による事務スペース、土地、施設の提供 

UNAM は、プロジェクト活動に必要な、事務スペース、研究室・実験室、温室、作

物栽培試験圃場、倉庫を提供している。詳細については、付属資料.1 の Annex 9 を参照

のこと。 

 

２－２ プロジェクト活動の進捗状況 

プロジェクト活動は、プロジェクト開始以降、PDM や PO に沿って実施されてきた。活動

項目ごとの活動の進捗状況及び主な成果並びにプロジェクト残り期間の活動について、中間レ

ビュー調査団が報告書やプロジェクトチームメンバーから得た情報に基づき作成したものを

表－２に示す。 
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表－２ 活動の進捗状況と主な成果 

 活動項目 進捗と主な成果 進捗度 プロジェクト残り期間の活動 

1-1 稲-ヒエ混作農法の

確立に必要な耕種

法を検討する。 

日本国内の滋賀県立大学の湿地と畑地の水環境をもつ傾斜実験圃

場（20m×20m）で、各種栽培試験（栽植密度等）が実施されてい

る。 

UNAM オゴンゴ校では、傾斜実験圃場（160m×80m）が造成され、

稲・トウジンビエ混作栽培試験（生産性、水分生理、播種時期、

耐湿性等）が実施されている。また同校では、栽培技術、肥培管

理、洪水-干ばつ対応に関する試験も実施された。さらに 9 カ所の

実証農家圃場における混作モデル栽培試験が実施されている。 

計画どおり 今後も計画どおり各種栽培試

験が実施される。造成圃場に

おける検討が継続実施され

る。さらに、ポット試験結果

については、2015 年 3 月まで

に取りまとめが行われる。 

1-2 節水栽培技術を安

定同位体法等によ

り検討する。 

混作における節水技術の検討として、近畿大学の簡易ライシメ－

タ

3
埋設圃場において地下水制御技法の検討が行われ、作物水分生

理実験と水源解析実験が完了した。稲とトウジンビエの近接栽培

により、混作作物の地下水依存率が高まるとともに、水利用効率

が向上するという結果がみられた。稲・トウジンビエ混作農法の

ための水利用効率の測定技術の検討については、基礎的な検討が

完了し、今後、圃場試験が繰り返し実施される予定である（圃場

試験の結果は、プロジェクト 5 年目、すなわち最終年度に取りま

とめられる予定）。なお、ポット試験からは、稲は表層水に、一方、

トウジンビエは深層水への依存を高めるという、いわば水利用に

対する住み分けが存在することが明らかになった。 

計画どおり 干ばつ -湛水条件下の混作に

おける水分応答に関する試験

結果については、2015 年 3 月

までに結果が取りまとめられ

る。その他の試験の結果につ

いては、プロジェクト終了時

までに取りまとめられる予定

（2017 年 2 月）。 

1-3 洪水-干ばつ等の環

境ストレスに対す

る対応策や土壌肥 

近畿大学と滋賀県立大学では、混作作物のストレス環境応答（塩、

乾燥、貧栄養等）に関する基礎的実験（ポット試験及び圃場試験

により）が実施された。このうち、乾燥、塩、湛水ストレス耐性 

計画どおり 以下の活動に関する結果は、

2016 年 3 月までに取りまとめ

られる予定。 

                                                        
3
 金属やコンクリート製の大きな容器に土壌などを充填して実験棟や圃場などに設置し、さまざまな環境シュミレーションにおけるさまざまな計測を行う実験装置。 
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 沃度の維持対策を

検討する。 

に対する稲の種・品種間比較研究（アジアイネ、アフリカイネ、

種間交雑系統ネリカの総計 37 品種）についてのポット試験が完了

した。また、トウジンビエの耐湿性を強化する栽培技術について

基礎的な知見が得られた。 

 

季節湿地の土壌肥沃度を評価するための土壌サンプリングが、ナ

ミビアの季節河川に沿って実施された（約 50 地点のサンプルが採

集された）。さらに、土壌肥沃度維持対策として、混作作物の有機

物由来窒素への依存度の検討が行われた。また、ナミビア大学オ

ゴンゴキャンパスに配属された青年海外協力隊隊員と連携して、

土壌肥沃度対策の検討が進められている。現地で利用可能なマメ

科作物として耐乾性が強いカウピーを稲-トウジンビエ混作栽培へ

組み込むための基礎的な検討が 2014 年から開始された。 

 塩類集積、乾燥、貧栄養に関

するポット試験を通じた稲・

トウジンビエ混作での環境ス

トレスに関する知見を集積す

る。 

稲・トウジンビエ混作条件下

における有機物由来の窒素利

用効率を検討する。 

なお、ポット試験による基礎

的検討の中間結果の取りまと

めは、2015 年 3 月までに取り

まとめられる。 

以下の活動の結果は、プロジ

ェクト終了時までに取りまと

められる。 

1）地力維持のための牛糞投入

量を求める。 

2）圃場試験結果の取りまとめ

を完了する。 

2-1 実証と実践試験に

参加する農家の社

会経済状況や営農

形態を調査する。

（ベースライン調

査） 

本プロジェクトの実証農家（4 戸）及び実践農家（フィールド・デ

ー参加農家）を対象とする聞き取り調査（参加意思の確認を含む）

が実施された。その後、ベースライン調査の対象村選定、調査手

法検討、プレテスト（予備調査）が実施された後に、2013 年 2 月

4 日から 16 日にかけてベースライン調査が実施された（4 選挙区

370 農家に対するインタビュー調査）。なお、実証農家・実践農家

の存在する村以外も対象に実施された。実証農家の存在する村 3 

若干の遅れ

がある 

UNAM 研究者の調査手法に

対する理解を深めつつ、追加

調査を継続的に実施する予

定。 

最終年度にはベースライン調

査結果との比較調査を実施す

る予定。 
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  カ所は確実にデータが収集できるよう調査計画が修正され、2014

年末までに追加調査が実施される予定になっている。2013 年に収

集したデータについては、単純集計は終了している。また、1 つの

村に関する村落モノグラフの作成は、2014 年 9 月末になる見込み

である。 

  

2-2 実証試験参加農家

に対し、活動目的に

関して事前了解を

得るとともに、作物

学・水文学領域の活

動で得られた知見

をワークショップ

等を通じ共有する。 

活動目的に関する情報並びに、作物学及び水文学領域の活動で得

られた知見が、各種のワークショップ、コミュニティ集会、フィ

ールド・デー等を通じて実証試験参加農家（デモンストレーショ

ン農家）に対して説明され、共有されている。 

計画どおり イネの苗配付時にデモンスト

レーション農家に対して、プ

ロジェクト活動から得られた

知見の提供や共有が行われ

る。 

2-3 実証試験参加農家

の研究内容・目的共

有の理解の変化に

関する評価を実施

し、展開における留

意点を整理する。 

在来農法や新しい混作技術に対する農家の理解と実践、及びその

変化を把握するためのモニタリングが継続実施されている。また、

農家自身が本プロジェクトにおける研究内容をどう理解している

か説明できるようにするため、各種ツール〔PRA（参加型農村調

査の各種手法、たとえば、ファームスケッチ手法

4
、フォーカスグ

ループインタビュー

5
、GPS 技術、空中写真撮影

6
）の各種手法を組

み合わせ〕の開発が進められている（農家の主観的理解と実際の

フィールド・データを組み合わせつつ）。このほか、GPS を用いて

収集した農家の位置情報データについては、GIS データとして整理

されている。 

計画どおり モニタリング活動を継続実施

する。 

                                                        
4
 本プロジェクトでは、農家に、自分の所有地の利用状況を図化してもらい、実際の土地利用状況を計測し、農家が土地利用状況をどのように認識しているかを把握している。 

5
 定性調査による資料収集方法の1つで、ある目的に対する情報を収集するために集められた対象のグループに、面接形式でインタビューを行うもの。 

6
 本プロジェクトでは、プロペラ付きで遠隔操作ができる機械にカメラを付けて、空中に浮遊させ、地上の写真を撮影している。 
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2-4 農家圃場の立地を

景観生態学的観点

から分類する。 

2013 年 1 月から 2 月にかけて、Onamundindi 村の 10 農家を対象に、

湿地の生態環境に関する予備的な聞き取り調査が実施され、湿地

や自然環境に対する農家の認識と小湿地を分類する指標が抽出さ

れた。その後、研究を展開する調査地選定（Onamundindi 村、Afoti

村、Oshiteyatemo 村の 3 カ村で計 18 の季節湿地を抽出）と対象農

家選定が行われ、景観構成要素に関する定量調査（水位変動、降

雨、地形、植生、土壌）と農家による湿地の認識・分類基準に関

する情報収集が実施された。現在も追加調査を実施中である。収

集したデータに基づき、基礎的検討が行われ、中間取りまとめ結

果が、2014 年 9 月に開催されたシンポジウムで発表された。今後、

追加調査の結果も踏まえて、混作に対する地域の景観生態学的な

評価が行われる予定である。 

計画どおり 収集されたデータの取りまと

めが進められ、また、継続的

に調査が実施される。 

2-5 新たな作付体系を

農民が選択あるい

は拒否する判断基

準や生産された作

物の利用方法、湿地

に対する農家の意

識変化を明らかに

し（農家経済、労働

分配調査）、社会経

済面の持続性を検

討する。 

2012 年 9 月に、フォーカスグループディスカッションを通じて農

家経済状況や労働分配実態についての予備的把握が行われた。ま

た、ベースライン調査のなかでも、作物の消費や流通に関する農

家の認識調査が実施された。Omagalanga 村（約 20 農家）を対象に、

季節カレンダーとランキング手法による調査が実施され、作物の

消費や流通に関する農家の認識が把握された。さらに、2014 年 4

月から 5 月にかけて、農家の在来農法に関する認識と実践状況を

把握するための追加調査が実施された。2014 年 5 月から 6 月にか

けては、種子を配付した農家を対象に、混作の実施状況調査が実

施された。 
 

「新たな作付体系に対する農家の採択・拒否の判断基準や湿地に

対する農家の意識変化に関する調査」及び「農家の理解や認識の

変化を調査・分析する手法の開発」については、PRA ツールを用

いた調査が実施され、調査・分析手法の開発が進められている。 

計画どおり UNAM 研究者と日本側研究

者が協力して、プロジェクト

終了時までに、農家の理解

度・意識の変化を計測する手

法を開発する。 
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3-1 現地の地形図、各種

衛星画像、並びに現

地観測デ－タなど

から、季節湿地全域

の表流水貯留量変

動を推定する。 

日本国内では、現地の地形図、各種衛星画像、並びに現地観測デ

－タなどを用いて、季節湿地全域の表流水貯留量変動を推定する

作業が実施された。そして、マイクロ波画像データを用いて NDPI

（正規化偏波指数）の算出、可視・近赤外画像データから算出し

た NDWI（正規化水指数）とのマッチアップ（対応付け）が行わ

れ、水域の時系列マップが作成された。 

計画どおり 1）地形図や航空写真データか

ら小湿地の面積を同定する。 

2）現地測量を実施し、小湿地

の地表水量推定手法を確立す

る。 

3-2 現地観測データ（降

水量、蒸発散量、地

下浸透量）を基礎と

して、季節湿地の水

収支を時系列的に

解析する。 

季節湿地帯の降水量を面的に把握するために、ナミビア大学オゴ

ンゴキャンパスを中心とする東西 180km、南北 60kmのエリア内に、

計 25 台の転倒マス式雨量計が設置された（2012 年 11 月下旬まで

に）。その後、データを継続的に取得している。また、ナミビア大

学オゴンゴキャンパス内の傾斜実験圃場内に、3 基のボーエン比測

定システムが設置され（2012 年 9 月）、データの継続的な取得と、

トウジンビエと稲の混作状況が異なる場所での蒸発散量の季節変

化の解析が行われた。さらに、傾斜実験圃場に隣接する自然湿地

圃場に、ボーエン比計測システム 1 基が追加設置され（2013 年 9

月）、稲作が季節湿地（オンドベ： Ondombe）の水収支に及ぼす

影響の定量評価が行われた。 

計画どおり 1）降水量の時空間マップを作

成する。 

2）実験圃場における蒸発散量

の時系列データを作成する。 

3）地下浸透量を見積もる。 

3-3 実証試験と実践試

験を実施する農家

圃場内の小湿地の

水源を解析する。 

2012/2013 年の雨期に、季節湿地帯の北部と中部において、地表水、

地下水、降水の採取と、採取した水の水安定同位体組成の分析が

行われた。 

また、季節湿地帯の北部、中部、南部からそれぞれ 3 カ所の実証

農家が選定され（計 9 カ所）、農家が保有する小湿地の中央部に地

下水観測井が設置され、2013 年雨期から、地下水位の計測が開始

された。現在、日本側及びナミビア側研究者が共同で、人工衛星

データを解析し、ナミビア側研究者は、土地被覆分類（GIS 解析）

を進めている。 

計画どおり 1）水安定同位体分析により小

湿地の水源を同定する。 

2）水位変動の時系列データを

作成する。 
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  今後、小湿地の水源が同定される予定であり、また、小湿地の水

面面積の時系列（季節）変化が明らかになる見込みである。 

  

4-1 小湿地を有する篤

農家圃場において、

稲-ヒエ混作農法の

実証栽培試験を実

施する。 

既に述べたように、2013 年雨期に実証農家となる 9 農家が選定さ

れ、農家圃場において、実証モデル試験が実施されている。これ

らの農家圃場内の小湿地において、作物班が混作モデル試験、開

発班が農家の行動様式調査、水文班が水環境調査をそれぞれ実施

中である。 

計画どおり 1）計画した活動を継続する。 

2）プロジェクト終了時までに

最適な混作農法を提案する。 

4-2 稲-ヒエ混作栽培を

希望する農家にお

いて、実践栽培試験

を実施する。 

農家の自由意思に基づき、稲栽培を実践する農家数（2013/14 作期）

は、30 年来の大干ばつ（2012/13 作期）と干ばつ（2013/14 作期）

の影響を受け、70～80 数戸にとどまっている。 

計画どおり 最終年度まで、農家の自主性

に任せた稲作導入を奨励す

る。 

4-3 開発学・水文学領域

の検討結果を作物

学領域に毎年フィ

－ドバックするこ

とにより、半乾燥地

の水資源を持続的

に保全し得るよう

な節水型であり、か

つ、洪水と干ばつに

も対応可能な稲-ヒ

エ混作農法を検討

する。 

ナミビアにおける JCC 会議並びに日本国内で年 1 回行われている

会議における情報共有を通じて、アウトプット 2 とアウトプット 3

の成果のアウトプット 1 へのフィードバックは、計画どおりに進

捗している。 

プロジェク

ト活動の進

捗に応じて

フィードバ

ックされて

いる。 

情報のフィードバックが定期

的に行われ、本格的なフィー

ドバックは、プロジェクトの

5 年目に実施される予定。 
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4-4 現地でのフィール

ド・デーの開催など

を通じて、ナミビア

大研究者・技術員な

どが、新しく提案さ

れる農法に係る農

民参加型研究・普及

を実施する。 

下表に示すように、農民参加型ワークショップが 8 回実施された。

ワークショップ参加者は、実証農家、実践農家、UNAM 研究者、

日本人研究者等である。なお、これまでにフィールド・デーが 3

回実施され、そのうち、2 回は、農民向けであった（残り 1 回は、

小中校生向け）。 

 
年月日 名 称 場 所 

参加人数 

（農家数）

概 要 

1 2012 年 

9 月 5 日 

開 発 班

ワ ー ク

シ ョ ッ

プ（第 1

回） 

Ohaingu 村 13 名 

（9 農家）

ファームスケッ

チ法により、新農

法に対する農家

の認識を把握し

た。 

2 2012 年 

9 月 6 日 

開 発 班

ワ ー ク

シ ョ ッ

プ（第 2

回） 

Onamundindi

村 

27 名 

（20 農家）

ファームスケッ

チ法により、新農

法に対する農家

の認識を把握し

た。 

3 2012 年 

12 月 12 日 

開 発 班

ワ ー ク

シ ョ ッ

プ（第 3

回） 

Onamundindi

村 

18 名 

（9 農家）

ベースライン調

査に向けた調査

手法の確認と調

査内容に関する

農家との打合せ

を行った。  

計画どおり 定期的に農民参加型ワークシ

ョップを開催する。 
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4 2013 年 

3 月 5 日 

開 発 班

ワ ー ク

シ ョ ッ

プ（第 4

回） 

ナミビア大

学オゴンゴ

校 

30 名 

（22 農家）

ファームスケッ

チ法により、新農

法に対する農家

の認識を把握し

た。 

5 2013 年 

3 月 9 日 

開 発 班

ワ ー ク

シ ョ ッ

プ（第 5

回） 

ナミビア大

学オゴンゴ

校 

31 名 

（22 農家）

ファームスケッ

チ法により、新農

法に対する農家

の認識を把握し

た。 

6 2013 年 

3 月 14 日 

開 発 班

ワ ー ク

シ ョ ッ

プ（第 6

回） 

Omagalanga

村 

17 名 

（8 農家）

季節カレンダー、

ランキング手法

により、新農法に

対する農家の認

識を把握した。 

7 2013 年 

12 月 17 日 

開 発 班

ワ ー ク

シ ョ ッ

プ（第 7

回） 

Omagalanga

村 

24 名 

（23 農家）

農家に向けて混

作の意義や方法

を説明。 

8 2013 年 

12 月 18 日 

開 発 班

ワ ー ク

シ ョ ッ

プ（第 8

回） 

Afoti 村 41 名 

（40 農家）

農家に向けて混

作の意義や方法

を説明。 
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２－３ 成果（アウトプット）の達成状況 

２－３－１ 成果 1：【作物学領域】 洪水-干ばつに対応し、かつ節水型である稲-ヒエ混作栽

培モデルが提案される。 

洪水-干ばつに対応し、かつ節水型である農法の技術開発に関する研究活動は、着実に進捗し

ており、また、各種の論文発表・学会/シンポジウム発表が行われている。今後、稲-トウジン

ビエ、稲-ソルガム、稲-カウピーの組み合わせによる複数の混作農法が開発されることが期待

される。 

指標 1-1：作物学、熱帯農学等の関連分野の学会や国際セミナーでの発表・報告回数（X 回） 

1 つの論文が国際誌に掲載され、もう 1 つの論文が日本国内の学会誌に掲載予定である（計

2 件）。この他に、2 つの論文と 26 件の学会/シンポジウムでの発表がある。論文や学会発表に

ついての詳細情報は、付属資料.1 の Annex 10 を参照のこと。 

指標 1-2：水利用効率の高い節水栽培技術、並びに洪水-干ばつ等の環境ストレスにおいて生

産性の高い農法のリスト 

水利用効率の高い節水栽培技術については、稲とトウジンビエの接触混植方法が候補の 1 つ

となる可能性がある。この農法を用いると、トウジンビエ栽培における湛水被害を緩和できる

可能性がある。技術開発される農法の候補として、下記のものがある。 

・稲とトウジンビエの接触混植方法 

・水位変動帯における混作 

・畝の上部と畝間における混作 

・降雨後の移植（雨期後期における稲の移植、例えば、3 月に移植） 

・トウジンビエの湛水耐性系統の選抜 

以上のとおり、プロジェクト終了時までに計 5 種類の栽培技術が開発されることが期待され

る。 

 

２－３－２ 成果 2：【開発学領域】 「稲-ヒエ混作農法」導入による農民の意識変化・社会

経済的インパクト計測方法が確立される。 

農民の態度や意識の変化を理解する手法の開発並びに農民に対する社会経済的インパクト

を計測する手法の開発がおおむね計画どおりに進捗し、学会/シンポジウムで各種の発表が行わ

れている。 

指標 2-1：実証栽培試験参加農家の研究内容・目的の理解の変化の記録 

プロジェクト活動に参加している農家が居住する村において、ベースライン調査と定性的調

査が実施された。これらの調査を通じて収集されたデータ・情報の整理が行われ、関連する論

文の作成が進められている。モニタリング調査が継続的に実施され、更に論文作成が進められ

る予定である。 

指標 2-2：ナミビア大学研究者による手法の成果発表回数（X 回） 

UNAM研究者 1名が、2014年 9月 8日～9日にかけて実施された国際シンポジウムにおいて、

稲-トウジンビエ混作農法の適用に向けての農民の意識、特にコメの圃場レベルでの適用につい

ての発表が行われた。 
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指標 2-3：混作の景観生態学的評価の方法に関する学会や国際セミナーでの成果報告回数（X

回） 

プロジェクト開始から現在まで、混作農法の景観生態学的評価方法に関する発表が 2 件行わ

れた。このほか、開発学領域のチームメンバーが行った国際シンポジウムあるいは国内シンポ

ジウムでの発表が 10 件ある。これら発表に関する詳細情報については、付属資料.1 の Annex 11

を参照のこと。 

 

２－３－３ 成果 3：【水文学領域】 湿地の水収支・水源解析により、水環境を改変しない混

作栽培可能面積が推定される。 

混作栽培可能面積を推定するための各種データが収集され、面積を推定する手法が開発され

た。さらに、各種の論文作成、学会/シンポジウムでの発表が行われた。小湿地の貯水量変動を

分析する手法が開発された。 

指標 3-1：表流水貯留量変動、水収支、小湿地の水源等のデータ取得 

以下の種類のデータが収集された。 

1）衛星画像データ（AMRS-E、AMSR2、MODIS、ランドサット） 

2）29 カ所の雨量計設置地点の雨量 

3）UNAM オゴンゴ校内の傾斜圃場の蒸発散量データ 

4）地下水位モニタリング機器を得られたデータから計算した浸透量データ（実証農家の圃場、

計 9 地点） 

（なお、土壌の特性調査は今後実施予定） 

上記のデータのモニタリング及び収集、そしてデータ分析については、継続的に実施される。 

指標 3-2：水環境を改変しない混作栽培可能面積についての関連分野の学会や国際セミナー

での発表・報告回数（X 回） 

プロジェクト開始から現在まで、国際誌に 2 つの論文が掲載された。国際シンポジウムある

いは国内シンポジウムでの発表が 8 件ある。これら発表に関する詳細情報については、付属資

料．1 の Annex 12 を参照のこと。 

 

２－３－４ 成果 4：【総合領域】フィールド・アクティビティを通じて、プロジェクトが提案

する農法が取りまとめられる。 

作物学領域、開発学領域、水文学領域の研究活動が進捗し、研究結果はナミビア側 C/P、日

本人専門家、普及員、農家等と共有されている。今後、3 領域の研究成果の統合が行われる予

定である。 

指標 4-1：フィールド・デーにおける農家向け、研究者向けの混作栽培モデルに関する毎年

ごとの配布資料取りまとめ 

フィールド・デーやワークショップ開催の際に普及員や農家に対して混作農法についての説

明が行われている。ハンドアウト（配付資料）としては、2013 年 3 月に実施された農家向けフ

ィールド・デーにおいて、リーフレットが配付された。リーフレットの主な内容は、稲作にお

ける種子選別から移植までの手順と収穫から収穫後処理（脱穀、選別、乾燥、精米、保管）ま

での手順である。2014 年 3 月に実施された農家向けフィールド・デーでは、前年作成のリーフ
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レットに若干の改善を施した改訂版の技術リーフレットが配付された（リーフレットの名称は、

“Rice Cultivation, Harvesting & Post-harvest Techniques”〔英文版とローカル言語版（Oshiwambo）

がある〕。このリーフレットのコピーを付属資料．1 の Annex 14 として添付した。混作栽培モ

デルについての研究が進められている最中であり、混作栽培モデルに関する資料作成は、今後

になる予定であり、2015 年の 3 月に予定されている次回のフィールド・デーでは、混作農法に

ついてのリーフレットが配付される見込みである）。 

指標 4-2：ナミビア大学研究者及び研究協力者による混作農法に関するフィールド・デーの

実施 

表－３に示すように、これまでに 3 回のフィールド・デーが開催され、プロジェクトの目的

や成果の説明が実施された。農家や農業副大臣、市長等幅広い層からの参加があり、延べ 1,000

人以上が参加した（うち、2 回は、農家向けで、1 回は、小・中・高校生向けの稲栽培方法に

関する説明）。 

 

表－３ フィールド・デーの開催 

年月日 場 所 参加人数 概 要 

2013 年 

3月 12日 

ナミビア大学

オゴンゴ校 

462 名 プロジェクトの目的などを説明した後、新しい農法

を検討している実験圃場が農家に公開され、議論も

行われた。また、日本から輸送した農業機械を用い

たデモストレーションが実施された。 

2014 年 

3月 12日 

ナミビア大学

オゴンゴ校 

529 名 農家向けのプロジェクト成果、混作方法の説明。 

2014 年 

4月 29日 

ナミビア大学

オゴンゴ校 

143 名 現地の小・中・高校生を対象に、稲の収穫実習、稲

の栽培方法に関する講義が実施された。 

 計 1,134 名  

 

２－４ プロジェクト目標の達成見込み 

【半乾燥地の水資源を持続的に保全し得る「洪水-干ばつ対応農法」が開発される。】 

各種の研究活動が順調に進展しており、研究成果も着実にプロジェクト目標達成に向けて集積

されつつある。なお、プロジェクト目標達成においては、「洪水-干ばつ対応農法」に関するガイ

ドラインの概要を準備することが重要である。ガイドラインの概要案が作成された後に、プロジ

ェクト目標が達成可能かどうか判断することが可能となると考える。重要かつ独特な研究成果を

産出しつつあることを考慮すると、プロジェクト目標を十分満足できる水準で達成することが期

待される。 

指標：洪水-干ばつ対応農法ガイドライン（指針）が作成される。 

3 つの領域（作物学、開発学、水文学）における各種研究活動が進められており、これら 3 領

域の研究成果を統合した水資源を持続的に保全し得る「洪水-干ばつ対応農法」のモデルが、プロ

ジェクト 5 年目（最終年）に開発されることが期待される。ガイドラインの関連では、これまで

のところ、「稲作、収穫、収穫後処理に関する技術」のマニュアル（案）が英語及びローカル言

語（Oshiwambo）で作成されている（2014 年 3 月改訂版）。 
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洪水-干ばつ対応農法ガイドラインの概要（目的、利用対象者、内容等）については、まだナミ

ビア側 C/P と日本人専門家間での議論が開始されていない。 

 

２－５ 実施プロセス 

２－５－１ 促進要因 

（1）MAWF の普及員はプロジェクト活動に参加し、特に、農家への稲の苗供給や生産状況の

モニタリングを含む稲-トウジンビエ混作農法技術の普及において重要な役割を担ってい

る。このような MAWF との協働は、農家圃場レベルの活動を円滑に進めるうえで必要で

ありかつ有効である。 

 

（2）多くの農家が、稲-トウジンビエ混作農法を農家圃場に導入してみようという意思を有し

ていること。 

 

２－５－２ 阻害要因 

（1）ナミビア側 C/P の一部にプロジェクト活動に積極的に参加しない者がいること。このよ

うな状況は、計画した活動を実施するうえで、また、チームワークを構築するうえで障害

となる可能性がある。 

 

（2）ナミビア側 C/P のなかには、収集したデータや研究成果を使って、論文を作成するのか

どうか不明確であるため、プロジェクト活動を実施するモチベーションを強くもてない者

がいる。 
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第３章第３章第３章第３章    レビュー結果レビュー結果レビュー結果レビュー結果 

 

３－１ 妥当性 

以下に述べる事項から判断して、本プロジェクトの妥当性は高い。 

 

（1）ナミビアの北中部地域に季節湿地における作物生産増加のニーズとの整合性 

ナミビアの農業部門は、GDP の 8.8％（2010 年推定）を占め、北部における自給的農業生

産と南部における商業的牧場経営に大きく分けられる。ナミビアは、穀物の 50％以上を輸入

に依存し、また、約 48％の農村部世帯は自給的農業に依存している。MAWF の 2008 年穀物

生産・食料状況レポートによると、穀物生産（トウジンビエ、ソルガム、メイズ）は、オム

サティ州・オハングェナ州・オシャナ州・オシコト州の北中部 4 州で国内生産全体の 54％が

生産されている。季節湿地が形成されるナミビア北部の半乾燥地では、近年降水量の変動が

大きく、河川氾濫による洪水が頻繁に起こる一方で、干ばつも生じる地域である。そのため、

この地域の伝統的作物であるトウジンビエの年間生産量は不安定で大きな増減がある。洪水

年でも干ばつ年であっても一定以上の穀物生産が維持されるような水資源保全型の新しい

農法を開発し、食料確保に貢献することは、ナミビア北中部地域の農家の基本的なニーズに

応えるものである。 

 

（2）ナミビアの国家政策との整合性 

ナミビア政府の政策の 1 つである“Vision 2030”では、長期展望の 1 つとして「世帯レベ

ル・国家レベルでの食料確保と収入増加に貢献すると同時に、土地生産力の維持・向上も図

っていくこと」が示されている。また、戦略の 1 つとして、「より適応性があり、答えがあ

る農法を適用すること、例えば、作物の単一栽培から混作、作物ローテーション、アグロフ

ォレストリーなどによる換金作物生産への転換」が掲げられている。ナミビア政府の「2012/13

年～2016/17 年国家開発 4 カ年計画」における経済分野の優先事項の 1 つが、農業であり、

計画期間内の農業分野の年成長率目標を 4％に設定し、グリーン・スキーム政策の拡大実施

や耐干性作物の開発が重点戦略に含まれている。なお、グリーン・スキーム政策の実施戦略

には、農地と水資源の効率的利用の促進と農作物の多様化が含まれている。したがって、こ

れら政府政策の重点事項と本プロジェクトの目的との整合性は高い。 

 

（3）わが国の対ナミビア援助方針との整合性 

わが国の対ナミビア援助方針には、2 つの重点分野があり、その 1 つが「地方農村部にお

ける貧困削減・生活水準改善への貢献」である。北部地方の貧困層が抱える貧困・低所得を

改善するためにナミビア政府が取り組んでいる「農業振興」の効果・効率的な実施に向けて、

関連する人材の育成を支援する方針がある。本プロジェクトは、気候変動対応型の農業開発

プログラムのなかに位置づけられている。したがって、本プロジェクトは、日本国の援助方

針と整合性があるといえる。 

 

（4）プロジェクトアプローチの適切さ 

本プロジェクトでは、作物学領域、開発学領域、水文学領域の研究成果を総合して、半乾
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燥地の水資源を持続的に保全し得る「洪水-干ばつ対応農法」の開発をめざしている。具体的

には、 

1）洪水-干ばつに対応し、かつ節水型である稲-ヒエ混作栽培モデルの提案 

2）稲-ヒエ混作農法導入による農民の意識変化・社会経済的インパクト計測方法の確立 

3）湿地の水収支・水源解析により、水環境を改変しない混作栽培可能面積の推定 

4）これら研究の統合によるプロジェクトが提案する農法の提案 

をめざしている。 

このプロジェクトアプローチは、対象地域の自然環境、水資源、農業生産の現状を踏まえ

たものであり、適切なアプローチであると考える。 

 

（5）わが国がもつ技術的優位性 

わが国には、稲作の長い歴史・経験をもち、日本国内だけでなくアフリカ諸国でも稲作研

究の蓄積がある。また、節水型栽培技術、社会経済分析、水文解析等においても技術を有す

る。さらに、名古屋大学や近畿大学は、2000 年代初めから、ナミビア国半乾燥地への稲作導

入に関する活動として、ナミビアからの研修員受入やナミビアへの専門家派遣の実績がある。

このように、日本は、稲作導入等の分野において技術的優位性があるとともに、日本側研究

者が、ナミビアの半乾燥地農業に関する知見を有していることから、本共同研究を通じてナ

ミビアの研究者等へ技術移転・能力強化を図る意義は非常に大きいといえる。 

 

３－２ 有効性 

既に述べたように、各種研究活動が順調に進捗し、プロジェクト目標の達成に向けて、研究成

果が着実に積み上げられている。プロジェクト終了時までにプロジェクト目標がおおむね達成で

きると期待されているものの、現時点では、プロジェクト目標が達成するかどうか正確に述べる

ことは難しい。3 つの領域（作物学、開発学、水文学）の研究結果がうまく統合されたときに、

本プロジェクトの有効性が高いと評価することが可能となる。 

 

３－３ 効率性 

以下に述べる点から判断して、本プロジェクトの効率性は、おおむね高いと判断する。 

 

３－３－１ 日本側の投入の適切さについて 

近畿大学、名古屋大学、龍谷大学、滋賀県立大学等の日本人専門家（研究者）がナミビアを

短期間（多くの場合、10～20 日間）、定期的に訪問し、また、業務調整専門家が長期専門家と

して滞在している。日本人専門家の派遣は、その人数、専門分野、研究能力等においておおむ

ね適切である。ただし、ナミビア側 C/P が通常業務で多忙な時期に、日本人専門家がナミビア

を訪問するケースがあるとの指摘があった。 

日本側は、研究活動のために各種の資機材を供与し、それら資機材は、プロジェクト活動の

ために有効に利用されている。なお、農家圃場における作物栽培面積や作物収量をモニタリン

グするためには、さらに面積測定機器や重量計が必要であるとの意見がみられた。 

本邦研修については、多くの場合、ナミビア側研究者や MAWF 普及員の能力強化に有効で

あったといえる。特に研修に参加した普及員は、稲作技術について学べただけでなく、農家と
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の効果的コミュニケーション手法に学べたことが役立っていると述べている。一方、ナミビア

側 C/P からは、本邦研修には実践的研修が十分には含まれてなかったとの指摘があった。 

 

３－３－２ ナミビア側投入の適切さについて 

投入の項で述べたように、現時点で 15 名の UNAM の C/P がプロジェクト活動に参加してい

る（プロジェクト・ダイレクター、プロジェクト・マネジャーを含めると 17 名）。これまでに、

1 名の C/P（作物学領域）が海外留学のために C/P から外れ、また、もう 1 名が近々、海外留

学する。プロジェクト開始当初の C/P の人数が 9 名であったことと比較すると、C/P 数は増加

している。領域ごとの C/P 数は、作物学チームが 7 名、開発学チームが 6 名、水文学チームが

2 名である。人数的には、C/P 数は適切であろうと思われるが、開発学チームの C/P のなかに

は、プロジェクト活動への参加度が低い者がいる。 

UNAM は、研究活動のために、作物栽培圃場、温室、研究室・実験室、倉庫、事務スペース

等を提供しており、これら施設は、研究活動のために有効に利用されている。 

UNAM による資金面での貢献としては、プロジェクト活動に必要な経費の支出に努力してい

るものの、本プロジェクトに対する予算支出は減少傾向にある。そのため、ナミビア側 C/P が

フィールド調査に出かける際に必要な経費である日当や交通費が十分には出ないという状況

を招いている。このような予算的制約があることが、フィールド調査を効果的に実施するうえ

での障害となっている。 

 

３－３－３ プロジェクトマネジメント 

既に述べたように、プロジェクト活動の効果的実施を確保するために、合同調整委員会（Joint 

Coordination Committee：JCC）やマネジメント・コミッティ（Management Committee：MC）が

定期的に実施されている。JCC は、プロジェクト活動の進捗をレビューし、次期の活動計画を

承認し、プロジェクト実施上の課題について議論する、という機能を適切に果たしていると思

われる。JCC には、UNAM、MAWF、教育省、JICA 及び日本人専門家が合わせて 20～30 名出

席している。MC では、特定のプロジェクト活動に関する課題についての議論や詳細な活動内

容を決めることなどが行われている。本プロジェクトの活動を円滑に実施するうえで、MC は

よく機能していると思われる。 

 

３－４ インパクト 

上位目標が将来達成するかどうかを現時点で予想することは困難である。将来発現し得るプラ

スのインパクトとし、以下のものが挙げられる。 

 

３－４－１ 上位目標の達成見込み（将来） 

【1.「洪水-干ばつ対応農法」が、ナミビア北中部地域において普及し、現地農家の食料確保と

現金収入の獲得に寄与する。】 

【2.「洪水-干ばつ対応農法」が、ナミビア北東部地域の多雨地帯や近隣諸国でも検討される。】 

    

中間レビュー時点では、上位目標が将来、どの水準で達成可能かを判断するには時期尚早で

ある。 
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指標 1-1：「洪水-干ばつ対応農法」に関するフィ－ルド・デーの定期的な開催 

既に述べたように、フィールド・デーにおいて、プロジェクトの目的や成果の説明が行われ

た。これまでに 3 回フィールド・デーが実施され、農家や農業副大臣、市長等幅広い層からの

参加があり、延べ 1,000 人以上が参加した。プロジェクト終了後、本プロジェクトで開発しよ

うとしている「洪水-干ばつ対応農法」をナミビア北中部地域の農家に広く普及するために、フ

ィールド・デーを定期的に開催するためには、以下の点が重要である。 

1）UNAM 研究者と MAWF 普及員との連携継続 

2）「洪水-干ばつ対応農法」に関する普及員向け研修事業の実施 

3）フィールド・デーやデモ圃場といった普及活動のために必要な予算の確保 

指標 1-2：「洪水-干ばつ対応農法」に関する国際研究会合の近隣諸国との間での定期的な開

催の合意と実施 

本プロジェクトの活動の一環として、2014 年 9 月 8 日～9 日にナミビアの首都 Windhoek で

開催された国際シンポジウム「アフリカ南部諸国の季節湿地の農業利用（Agricultural Use of 

Seasonal Wetlands in Southern African Countries）」において、近隣諸国（ザンビアやボツワナ）か

ら 2 名の発表者が参加した。本プロジェクトのチームメンバーは、これら近隣国からの参加者

との関係を築いたことは、将来、類似の地域研究会合を開催する第一歩といえる。このような

人間的関係を活用し、また、地域会議を開催するための資金源をさがすことを通じて、将来、

類似の研究学会/シンポジウムが定期的に開催されることが期待される。 

 

３－４－２ その他、発現可能性があるインパクト 

（1）稲作に関心をもつ農家の増加 

本プロジェクトにかかわっている普及員や農家の話によると、稲作に関心をもつ農家数

が増えている。稲作を行う農家が増加し、農家が稲作技術を徐々に習得すれば、稲作の基

礎技術を身につけているので、研究成果（稲-トウジンビエ混作農法）を普及することが容

易になる。 

 

（2）普及員の能力強化 

普及員の本邦研修に続いて、普及員が習得した稲作技術並びに混作農法の技術を農家に

移転することが期待される。 

 

３－５ 持続性 

本プロジェクトの持続性については、以下に述べる点に基づき、おおむね高くなると見込まれ

る。 

 

（1）政策面 

既に述べたように、ナミビア政府は、食料安全保障、収入増加、農作物の多様化を重視し

ており、本プロジェクトの政策面での持続性は確保されるものと思われる。 
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（2）組織面 

FANR は、UNAM にある 8 学部の 1 つであり、能力を有する教授や講師がいる。FANR は

複数のキャンパスをもつが、その 1 つがナミビア北中部に所在するオゴンゴ校であり、ここ

で主なプロジェクト活動が実施されている。FANR は、ナミビアにおいて、コミュニティ農

業及び商業的農業に対し、教育・研究・普及を通じて、持続的農業及び天然資源の開発・管

理を促進するという明確な使命を有している。本プロジェクトは、半乾燥地の水環境を持続

的に保全可能な「洪水-干ばつ対応農法」の開発を行うことを目的としており、この目的は、

UNAM の使命と整合性がある。さらに UNAM は、このような種類の研究活動を実施するに

必要な組織体制も有する。 

 

（3）技術面 

UNAM の FANR 内の 3 つの学科の講師や技術者がナミビア側 C/P となっている。さらに、

MAWF の普及員や研究者も本プロジェクトの活動に協力している。表－４に 3 学科の教員数

と本プロジェクトの C/P 数を示す。 

 

表－４ 3 学科の教員数と本プロジェクトの C/P 数 

学 科 教員数 技術者数 
本プロジェクトの C/P の人数 

（現在） 

作物学 教授： 2 名 

上級講師： 1 名 

講師： 13 名 

テクニシャン：1 名 講師： 5 名 

圃場監督： 1 名 

Institutional Worker： 1 名 

農業経済及び普及 教授： 1 名 

講師： 11 名 

なし 講師： 6 名 

 

総合的環境学 上級講師： 1 名 

講師： 8 名 

テクニシャン：1 名 講師： 2 名 

 

計 教授： 3 名 

上級講師： 2 名 

講師： 32 名 

テクニシャン：2 名 講師： 13 名 

圃場監督： 1 名 

Institutional Worker： 1 名 

 

UNAM の講師や技術者が継続的に勤務する可能性は高いと期待され、プロジェクトの残り

期間においては、更にナミビア側 C/P の研究にかかわる知識やスキルが強化され、プロジェ

クト終了後においても強化された能力は、研究活動や教育活動に活用されるものと思われる。

約 20 名の普及員が、各種の研修を受講するとともに、農家に対する稲作技術及び混作農法

の普及活動に参画している。「洪水-干ばつ対応農法」が開発された後（主としてプロジェク

ト終了後）には、普及員の更なる能力強化と開発された農法を農家に普及するための展示圃

場活動が必要になるであろう。 

 

３－６ 結論 

合同中間レビューチームは、おおむねプロジェクト活動が良好かつ着実に進捗していることを

確認した。また、プロジェクト活動の結果として、稲-トウジンビエ混作農法、農家の態度や認識
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の変化を理解する手法、農家への社会経済的インパクト計測手法、水収支・水資源分析に関する

科学的知見・情報がおおむね計画どおり産出されつつあることも確認された。5 項目評価の要約

は、表－５に示すとおりである。 

 

表－５ 5 項目評価の要約 

項 目 評 価 

妥当性 高い。 

有効性 高くなると期待される。 

効率性 おおむね高い。 

インパクト ---（評価するには時期尚早） 

持続性 おおむね高くなる見込み。 
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第４章第４章第４章第４章    提言提言提言提言 

 

４－１ プロジェクトに対する提言 

（1）プロジェクトチーム全体として目標達成のため、課題を共有しながら研究する 

本プロジェクトは、3 つの学問領域、すなわち作物学領域、開発学領域及び水文学領域か

らなる。それぞれの学問領域について各研究チームがプロジェクト活動・共同研究を実施し

ていることから、各チーム並びに 3 つのチーム全体がプロジェクト目標を再確認し、達成に

向けて協調しながら活動を実施していくことが重要である。そのために以下の点を実施する

ことを提案する。 

1）より具体的な年間活動計画の作成と JCC における協議及び承認 

約半期に 1 度開催される JCC において、活動細目ごとの進捗状況の確認や年間活動計

画・研究計画が協議、承認されている。更にプロジェクト関係者での理解を深めるために、

PO 表を活用したより具体的な年間活動表（主担当者やタイムスケジュール明記）を作成

し、JCC で協議、承認される必要がある。そのうえで、次回の JCC において実際の活動実

績及び進捗と年間活動計画を比較した資料を用いて報告する。この過程でプロジェクトチ

ーム全体として計画された活動がどこまで実施され、残りのプロジェクト期間にどのよう

な活動を実施すべきであるのかを確認する必要がある。 

2）チーム内での連携強化 

各チームは複数の日本側研究者とナミビア側 C/P から構成されており、お互いが離れて

活動を行う場合も多く、プロジェクトにおいて E メールを中心とした日常のコミュニケー

ションが特に重要である。例えば、タイムリーで円滑なコミュニケーションを確保するた

めに、チーム内で CC 等の形で情報をシェアする担当者を設定するような仕組みが望まれ

る。 

また、研究チーム内での更なる連携強化を図るために、研究とは自発的参加によるもの

であるという概念を再確認する必要がある。 

 

（2）プロジェクト目標及び成果具現化に向けた議論を進める 

プロジェクト開始から約 2 年半が経過し、2 度の大干ばつにもかかわらず着実な進捗を見

せている。現在の進捗を踏まえ、残りの期間でプロジェクト目標及び成果を具現化するため

に、各チームがこれを相互に理解する必要がある。そのために具体的に以下の点を実施する

ことを提案する。 

 

1）ガイドラインの具現化 

プロジェクト目標の指標として“Guideline for‘Flood- and drought- adaptive cropping 

systems’is compiled”が設定されている。残り約 2 年半の活動目的を明確にするためにも、

早急にプロジェクトチーム内で議論を行い、ガイドラインの概要（目的、対象者、構成、

執筆担当者等）及び作成スケジュール等に関する案を作成し、JCC で協議しつつ、プロジ

ェクト終了まで内容の充実を図るべきである。 

2）計画的な論文作成 

本プロジェクトはナミビアの持続的農業技術の開発をめざした国際共同研究であると
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同時に研究人材の能力開発も目的としている。限られたプロジェクト期間のなかで、論文

作成は研究成果の発表という点にとどまらず、ナミビア側 C/P の研究能力強化という点に

おいても期待されている。ナミビア C/P のプロジェクトへの積極的な参加を促すためにも、

日本側研究者とナミビア C/P で論文の内容、執筆担当者（共著者を含む）及び作成スケジ

ュールについて双方で協議し、計画案を作成するべきである。また、論文作成に際しては、

能力強化の観点から、双方の研究者が協働で作成にあたり、相互に必要な支援を行うこと

が重要である。 

 

４－２ ナミビア側に対する提言 

（1）プロジェクトに対する UNAM 側予算措置 

UNAM 側の本プロジェクト活動経費に対する予算確保努力について歓迎する。しかしなが

ら、プロジェクト活動に対する予算額はプロジェクト開始から年々減少している。本プロジ

ェクトではキャンパス外におけるフィールド調査も重要な活動であるが、ナミビア C/P への

旅費・手当等の支給が十分ではない現状において学外の調査の一部が実施できないなど、活

動に遅れを生じるケースがある。UNAM 側においては、今後のプロジェクト活動を円滑に実

施するためより一層の適切な予算措置がとられることを期待している。 

 

（2）MAWF との協力関係の継続 

本プロジェクトでめざしている農法を普及するためには MAWF との連携が重要となって

くる。現在、プロジェクトのなかで稲作技術の研修、普及を中心に MAWF と良好な連携、

協力がなされている。これまで構築してきた協働体制を引き続き維持しつつ、必要に応じて

普及のための連携強化が望まれる。 

 



付付付付    属属属属    資資資資    料料料料    

 

１．ミニッツ及び合同中間レビュー報告書（英文）  

 

２．主要面談者リスト  

 

３．PDM Version 1（和文） 

 

４．PDM Version 2 改定案（和文版）  
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